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１．計 画 の 目 的 

 

山辺町国土利用計画は、国土利用計画法第８条の規定に基づき、国土利用に関す

る全国計画及び山形県計画を基本とし、山辺町総合計画の基本構想に即して、山辺

町の区域における国土（以下「町土」という。）の利用に関して、必要な事項を定め

るものです。 

山辺町国土利用計画は、平成１９年３月に策定された第４次山辺町総合計画の基

本構想に即して計画を変更したものですが、平成２９年１２月策定の第５次山辺町

総合計画の基本構想に基づきながら、近年における社会的環境の変化に対応すべく

見直しを行うものとします。 

したがって本計画は、国土利用計画法第２条にかかげる「公共の福祉を優先させ、

自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意

して、健康で文化的な生活環境の確保と国土の均衡ある発展を図る」基本理念に基

づき、町土の総合的、計画的な利用を図るための将来指針となるものです。 
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２．山辺町の現況 

 

（１）自然的条件 

 

ア）位置及び面積 

本町は、山形県の内陸部南西側にあり、北東部が山形盆地の須川に接し、県都山

形市から北西へ約９．０ｋｍの位置にあります。 

面積は６１．４５ｋ㎡で、山形市をはじめ、南陽市、中山町、朝日町、大江町、

白鷹町の各市町に接しています。 

 

イ）地    形 

本町の地形は、南西に出羽丘陵の白鷹山（９９４ｍ）、西黒森山（８４７ｍ）、東

黒森山（７６６ｍ）、西に鳥海山（５３１ｍ）があり、これらの山々から南北に流れ

る最上川の支流である須川に向かい傾斜しています。 

東部地域は、標高１００ｍ～２５０ｍの平坦地帯にあり、市街地の北部には出羽

丘陵の白鷹山系を源とする最上川水系の小鶴沢川が、また南部には摺鉢沢川、後明

沢川が流れています。これらの河川に沿って耕地が開けています。 

西部地域は、出羽丘陵の標高２５０ｍ～６５０ｍの中山間地帯にあり、白鷹山系

を源とする沢上川の豊富な流水は朝日町を経て最上川に注ぎ、その流域には耕地が

開けています。 

 

ウ）地    質 

本町の地質は、出羽丘陵の東端の一角を占める西部の丘陵山岳地帯が含油第３紀

隆起層で、その陵麓と平坦地帯は第４紀層です。 

この第４紀層のうち、洪積層は主として丘陵の麓地帯に発達し、須川の河川堆積

物である沖積層は須川沿いの平坦地帯に分布しています。 

 

エ）気    象 

本町の気候は、亜寒帯湿潤気候に属し、日本海側気候雪国気候区に分類されます。

内陸性及び盆地的特性を示し、夏季には時折著しく気温の高い日があります。平均

気温は１２．７℃で、年平均降水量は１，０２７ｍｍです。 

東部平坦地帯の積雪量は、雪国山形県の中でも少ない地域にあたり、季節風もあ

まり吹かないことから気象災害は少なく、比較的恵まれています。西部中山間地帯

は平均気温が東部平坦地帯より２℃ほど低いため、積雪１００ｃｍを越える豪雪地

帯となっており、夏季には冷害等の気象災害が時折発生することがあります。 
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（２）社会的条件 

 

ア）人口と世帯 

本町の人口は、昭和２２年には終戦による引き揚げ者、復員、開拓者の入植等に

より、１７，５４０人を記録しましたが、その後の国勢調査によると昭和２５年を

境にして、出生率の低下や新規学卒者を中心とする若年層の都市への流出等により、

昭和３５年には１５，８４４人、昭和４５年には１４，８２５人、昭和５５年には

１４，２８１人と減少を続けてきました。しかし昭和６０年には１４，３６９人、

平成２年には１５，０１６人、平成７年には１５，３５７人、平成１２年には１５，

５１２人と増加してきましたが、平成１７年には１５，４１５人、平成２２年には

１５，１３９人と再び減少に転じて、平成２７年現在の人口は１４，３６９人、世

帯数が４，４３４世帯となっています。平成２２年と比べ、人口は７７０人減少し、

前回比－５．０９％、また世帯数は２１世帯の増加で、前回比０．４８％でした。 

この平成１７年頃までの人口増は、近江ファミリータウンの分譲や民間の宅地開

発、ガーデンタウン近江の分譲、嶋ノ前地区等の宅地造成等の民間集合住宅等への

入居に起因したものでした。その後全国的な人口減少と同様に、本町も人口減少が

続いています。将来的にもこの人口減少は継続しますが、世帯数は増加すると想定

されています。（人口の推移は、資料編Ｐ．２３の〈（４）計画における主要指標〉

を参照） 

   

イ）産    業 

平成２７年国勢調査の結果によると、総就業者が７，１８８人で、平成１７年と

比較すると６４０人減少しています。そのうち第１次産業従事者は平成１７年と比

較すると兼業化等の進行により２５９人減少し４３５人、第２次産業は製造業の減

少により４７８人減の２，２０２人です。 

また、第３次産業従事者は１３４人減少の４，２４０人となり、内２，８４９人

（６７．２％）が、運輸業・郵便業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、

教育・学習支援業、医療・福祉に従事しています。 

 

ⅰ）農林水産業 

本町の農業は、平成２７年度の農地面積が８５１ｈａで、水稲、果樹、畜産を主

に、野菜、花卉等が生産され、平成２６年の農業算出額は３８．７億円（第６３次

農林水産統計年報）です。そのうち、「ブランド豚」等の畜産は大きな割合を占め、

県内でも第６位となっています。果樹のさくらんぼやりんご及び花卉でも地域特性

を生かして高品質な作物が生産されていますが、市街地化の進行等により、農地面

積は年々減少しています。 
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平成２７年農林業センサスによると、経営体の規模は、総数３５０経営体のうち、

１ｈａ未満規模の経営体が２２６経営体あり６４．６％を占めています。また、山

形市に隣接する地理的特性もあり、専業農家が８６戸、第１種兼業農家が５３戸及

び第２種兼業農家が１９７戸と、兼業農家が占める割合は７４．４％と高くなって

います。また、農業就業人口の年齢をみると、６０歳以上が８５．６％を占め、平

均年齢は６８．６歳で高齢化の進行とともに、農業従事者の減少が進んでいます。 

しかし、生産物はいずれも高品質なことから評判が高く、今後はこのような高品

質産物や市街地近郊の立地特性を活かした生産性の高い農業を推進していく必要が

あります。 

本町の森林を所有形態別にみると、国有林は約８．４％、民有林が約９１．６％

と、民有林が９割以上を占めています。民有林の４７．８％は人工林で、杉が８６％

を占める単層林のため、積極的な間伐等の手入れが必要になっています。なお、特

用林産物として、豊富な湧水を利用したわさび栽培が行われています。 

本町の水産業は、内水面漁業の養鯉業が行われており、自ら加工して小売や産直

などへの委託販売をしています。しかし、近年は後継者不足などから事業所・従事

者ともに減少しています。 

   

ⅱ）商    業 

商業統計によると、本町における平成２７年の商業は、店舗数が１３８店舗、従

業者数が６３０人、年間商品販売額が６５．２億円となっています。この商店数１

３８店舗のうち小売業が、１２０店舗で８７．０％を占め、卸売業は１８店舗で１

３．０％です。２人以下の店舗は６０店舗で大半を占め、店舗は小規模なものとな

っています。年間商品販売額の内訳は、小売業が８７．６％、卸売業が１２．４％

になっています。 

また平成２２年の商業は、店舗数が１６５舗店、従業者数が６４３人、年間商品

販売額が９１．７億円でした。 

平成２７年は、平成２２年に比べて店舗数が２７店舗、従業者数は１３人、年間

商品販売額は２６．５億円それぞれ減少しています。（年間商品販売額の推移は、資

料編Ｐ．２３の〈（４）計画における主要指標〉を参照） 

第５次山辺町総合計画策定に向けたまちづくり町民アンケート調査（平成２８年

２月に実施）によると、「商工業の店舗・企業の賑わい、成長」に関する現状の達成

度に関する評価は、「あまり達成できていない」と「達成できていない」の合計が６

３．６％となっています。また、同設問に対する今後の重要度評価では、「重要であ

る」と「やや重要である」の合計が７４．８％となっています。今後の方向性につ

いては、「市街地の活性化を図るため、空き地などの有効活用をすべきである」が３

４．７％と最も高く、商業用地として市街地内の低未利用地などの有効活用が課題
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となっています。 

 

※ 本計画において「低未利用地」とは、主に市街地内等において点在する空き地、

空き家、空き店舗、工場跡地、耕作放棄地、暫定的（一時的）に利用されている

資材置場や青空駐車場等とします。 

 

ⅲ）工  業 

工業統計によると、本町における平成７年の工業は、事業所数が８１件、従業者

数が１，８７９人、製造品出荷額等が２０２．１億円でしたが、平成１７年には事

業所数は４４件、従業者数が７６６人、製造品出荷額等が８１．７億円と、全ての

面で大きく減少しています。また平成２６年における事業所数は２７件、従業者数

が５７５人、製造品出荷額等が５３．６億円と、さらに減少しています。（製造品出

荷額等の推移は、資料編Ｐ．２３の〈（４）計画における主要指標〉を参照） 

本町の平成２６年における工業を産業分類でみると、食料、繊維、木材、家具の

４つの産業で構成されています。このうち、本町の地場産業であるニット、絨毯等

繊維産業の製造品出荷額等は２５．４億円になり、本町における全産業における製

造品出荷額等の４７．３％を占めています。 

このように、本町の工業は近年において退潮傾向にあることから今後、地場産業

の育成などが課題になっています。 
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３．町土利用に関する基本構想 

 

（１）目標年度 

本計画における目標年度は、平成３９年度とします。また、中間年度は平成３４

年度とします。なお、基準年度は平成２７年度です。 

 

（２）将来人口及び世帯数の設定 

本計画における中間年度及び目標年度の計画人口、世帯数は、次のように設定し

ます。 

中間年度 【平成３４年度】１４，２００人 ４，８６０世帯 

目標年度 【平成３９年度】１３，８００人 ５，１３０世帯 

 

 （３）町土利用の基本方針 

本計画の基準年度である平成２７年度の土地利用現況は、総面積６１．４５ｋ㎡

のうち農地が８５１ｈａ（１３．８％）、森林が３，１６４ｈａ（５１．５％）、原

野等（原野・採草放牧地）が１７ｈａ（０．３％）、水面・河川・水路が２６６ｈａ 

（４．３％）、道路が２７５ｈａ（４．５％）、宅地が３２１ｈａ（５．２％）、その

他が１，２５１ｈａ（２０．４％）となっています。これを平成１７年度と比較す

ると、農地が１４５ｈａ、森林が１６８ｈａそれぞれ減少したのに対し、水面・河

川・水路が２４ｈａ、道路が４ｈａ、宅地が１８ｈａ、その他が２９２ｈａそれぞ

れ増加しています。 

なお、本町の平成２７年における総面積は、平成２６年１０月１日に国土地理院

が電子国土基本図に切り替え計測した全国都道府県市区町村別面積の公表結果に基

づき、本町の総面積は、６１．３６ｋ㎡から６１．４５ｋ㎡に変更しました。 

このような中で、町土は現在において、また将来においても町民にとって限られ

た貴重な資源であり、生活及び生産を通した諸活動の共通の基盤であることを深く

認識しつつ、町土の利用については、第５次山辺町総合計画（平成２９年１２月策

定）がめざす基本理念『みんながつながる 協働のまち やまのべ』～未来につな

ぐ 自慢のまち～の実現に向け、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りな

がら、地域の自然的、経済的及び文化的諸条件に配慮して、健康で文化的な生活環

境の確保と町土の均衡ある発展を図ることを基本理念とします。 

本町は、出羽丘陵の豊かな自然に抱かれたなだらかな東斜面に位置し、四季豊か

な美しい湧水の町であり、県都山形市の西側に隣接しているなど豊かな自然環境と

生活環境が整った土地です。 

特に平野部では、嶋ノ前土地区画整理事業地区やガーデンタウン近江における宅

地供給が行われ、高品質で良好な市街地が形成されています。今後の宅地需要につ
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いては、コンパクトな市街地の形成を基本に、市街地内の農地や低未利用地の有効

活用を促進し、既成宅地周辺部では必要に応じて適正な土地利用に努めます。  

市街地の形成においては、近年全国各地で発生している集中豪雨等による災害を

鑑み、河川が氾濫した際の浸水想定区域や土砂災害警戒区域など十分に考慮したう

えで、市街地内や隣接する周辺部の農業との調整を図りながら推進していきます。 

また、住宅地や商業用地については、市街地内の農地や低未利用地、隣接する周

辺部において、市街地環境の保全に配慮しながら需要に応じた適正な土地利用に努

めます。また工業用地については、需要に応じ、周辺環境の保全に十分に配慮しな

がら適正な土地利用を促進し、本町の振興を推進します。 

中山間部では、今後とも多面的な機能を有する森林や、自然環境の保全に留意し

ながら、地域特性を活かした土地利用を推進します。 

土地利用の転換にあたっては、利用目的や土地条件に適合した有効利用を図り、

慎重かつ計画的に行うものとします。 

 

（４）利用区分別の町土利用の基本的な方向性 

   

ア）農   地 

農業が本町の基幹産業の１つであることを認識し、その振興を図るうえからも生

産基盤である農地については、今後も保全することを基本とします。また、農家の

高齢化などによる農地の荒廃・遊休化が進むなか、担い手の確保を図るとともに、

再生利用に向けた取り組みを推進し、良好な農地の維持・保全を図ります。 

また、農産物の付加価値を高め、収益性の増大を図る農業生産基盤整備を推進し、

農地の有効利用を図ります。 

今後の宅地需要に対しては、市街地内の農地や既成宅地周辺部において、農業と

の調整を図り、安全面にも配慮しながら、適正な土地の有効活用に努めます。 

 

イ）森   林 

町土の５１．５％を占める森林は、木材の生産のみならず、自然と触れあえる森

林レクリエーション、大気の浄化、水源涵養機能及び土砂災害防止機能等の多様な

公益機能を有しています。これらの多様な機能の保全と増進を今後も図るための計

画的森林施業を促進しながら、調和のとれた適正な活用と保全に努めます。 

 

ウ）原野等（原野・採草放牧地） 

国から借地し、現在利用されていない採草放牧地については、国へ返還し森林に

転換します。 

この結果、本町において原野はありません。 
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エ）水面・河川・水路 

水面については、中山間部を源とする湧水などにより点在する多くの湖沼が農業

用水や内水面漁業用として直接的に活用されており、他方では町民にゆとりとうる

おいを与える親水空間として間接的にも利用されている現状があることから、これ

らについては今後も保全と有効活用を図ります。 

河川については、関係機関との連携を進めながら河川改修を促進し、氾濫浸水想

定区域における安全性の確保に努めます。 

水路については、農業生産基盤としての用排水路の保全や良好な生活環境を保持

する水路の維持管理を図ります。 

 

オ）道   路 

道路は町民の生活、文化、経済等を支えるあらゆる面で重要な役割を担っていま

す。 

幹線道路及び生活道路については、町民生活の安全性や利便性等の向上に向けた

道路体系の確立を図るため、関係機関との連携を進めながら道路網の整備を推進し

ます。 

農林道については、農林業における生産性の向上と農林地の適正な管理に資する

ための維持管理に努めます。 

なお、これらの土地利用転換に際しては、安全性の確保、交通公害、自然環境の

保全に十分配慮して行うものとします。 

 

カ）宅   地 

宅地については、コンパクトな市街地の形成を基本として、将来の推計人口や宅

地需要を見極めながら対応するとともに、市街地や既成宅地周辺部等における低未

利用地の有効活用を促進します。 

住宅地については、多様な世代の価値観や居住面・生活面でのニーズを踏まえ、

恵まれた住環境と県都山形市に隣接する地理的特性を活かしながら、安全で安心で

きる快適な生活環境の向上と維持・保全に努めます。 

工業用地については、工業生産の拡大等による町の振興に資するため、基本的に

は平野部において、農業生産環境や生活環境の保全に配慮しながら、需要に応じて

適正な土地利用を誘導していきます。 

その他の宅地については、町民の生活スタイルの多様化に対応した消費ニーズへ

の対応、商業販売や雇用の創出の拡大等による町の振興に資するため、平野部にお

いて周辺における農業生産環境や生活環境の保全に配慮しながら、需要に応じて適

正な土地利用を誘導していきます。 
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キ）そ の 他 

文教施設、公園緑地、厚生福祉施設、社会福祉施設等の公共施設用地については、

住民生活の利便性と自然環境に配慮しながら必要な用地の確保に努めます。 
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４．町土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及び地域別の概要 

 

（１）町土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

   

ア）計画の目標年度は平成３９年度とし、基準年度は平成２７年度とします。 

イ）町土の利用区分は、農地、森林、原野等（原野・採草放牧地）、水面・河川・水路、

道路、宅地、その他とします。 

ウ）町土の利用区分ごとの規模の目標は、土地利用の現況と推移を基に、将来人口等を   

基にして利用区分ごとに必要な土地面積を予測し、土地利用の実態との調整を図り

ながら設定しています。 

エ）土地利用区分ごとの規模の目標値は、今後の社会的、経済的な動向によって修正が

必要になることも予測されるため、柔軟性のある数値として取り扱うものとします。 

オ）町土の利用の基本構想に基づく、利用区分ごとの規模の目標は次表のとおりです。 

 

表 町土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：ha、％）

面　　積 構成比 対比

平成27年
（基準年）

平成34年 平成39年
平成27年
（基準年）

平成34年 平成39年 （H39/H27）

851 823 795 13.8 13.4 12.9 93.4

3,164 3,179 3,179 51.5 51.7 51.7 100.5

17 0 0 0.3 0.0 0.0 0.0

266 266 266 4.3 4.3 4.3 100.0

275 281 287 4.5 4.6 4.7 104.4

321 343 365 5.2 5.6 5.9 113.7

住 宅 地 228 244 261 3.7 4.0 4.2 114.5

工 業 用 地 8 8 8 0.1 0.1 0.1 100.0

そ の 他 の 宅 地 85 91 96 1.4 1.5 1.6 112.9

1,251 1,253 1,253 20.4 20.4 20.4 100.2

6,145 6,145 6,145 100.0 100.0 100.0 100.0

170 187 189 2.8 3.0 3.1 111.2

資料：「平成27年（基準年）」は山形県統計年鑑、山形森林管理署
（注）端数処理により地目別構成比の計と合計が一致しない場合がある。

市　街　地

利　用　区　分

農 地

森 林

原 野 等

そ の 他

合 計

水 面 ・ 河 川 ・ 水 路

道 路

宅 地
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（２）地域別の概要 

 

本町における地域の区分は、自然的及び社会的諸条件を勘案し、東部地域と西部

地域の２地域に区分します。 

 

図 地域区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域区分 地      域 

 

 

東部地域 

大字山辺、大字三河尻、大字根際 

大字要害、大字大塚、大字大寺 

大字北垣、大字杉下、三河、元宮 

宮の前、向ケ丘、緑ケ丘、近江 

辻堂、清水、元木、上沢 

西部地域 
大字北作、大字畑谷、大字簗沢 

大字大蕨、大字北山 
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① 東部地域 

本地域は、出羽丘陵をひかえたなだらかな東斜面に田園地帯が広がり、人口や市

街地機能が集積している地域です。また本地域は、県都山形市の近郊にあり住宅地

需要が高いうえ、工業系及び商業系施設用地等としての需要も高くなっています。 

このような現状から、今後も道路等の整備を推進し、市街地内の低未利用地等を

有効に活用しながら、コンパクトな市街地の形成を図っていく地域です。 

農地については、農業の基幹産物である稲作のほか、高品質のさくらんぼやりん

ごの高付加価値型農業が展開されていることに配慮し、その生産活動の持続性と育

成の観点から、優良農用地の保全を基本とします。 

河川等については、須川、小鶴沢川等において、親水機能を活かした自然と触れ

あえる場の活用に努めます。 

道路については、市街地機能と町民生活の利便性を高めるため、都市計画道路等

の幹線道路整備と合わせ、生活道路の維持管理に努め、安全で安心な利便性の高い

道路ネットワークの形成を推進します。 

宅地のうち、住宅地については、これまで整備されてきた生活環境を維持・保全

しながら、多様な世代の価値観や居住面・生活面でのニーズを踏まえ、恵まれた住

環境と県都山形市に隣接する立地特性を活かし、農業との調和を図りながら、安全

で安心できる快適な居住空間の形成を推進します。 

工業用地及びその他宅地については、市街地内の農地や低未利用地、隣接する周

辺部において、農業との調整を図りながら生産環境や生活環境の保全に配慮し、需

要に応じて適正な土地利用に努めます。 

東部地域における主な土地利用転換は、以下のようなものが見込まれます。 

なお、本地域において、イ）森林、ウ）原野等（原野・採草放牧地）についての

主な土地利用転換はありません。したがって、以下の項では省略します。 

 

ア）農  地 

農地については、一般国道１１２号（（都）椹沢山辺中山線）、一般国道４５８

号（大寺、大塚地内）、（主）山形朝日線（（都）山辺中山線）、（主）山形山辺線の

道路改良による道路へ約１２ｈａ、市街地内及び既成宅地周辺部における新たな

住宅地として約３３ｈａ、その他の宅地（事務所・店舗等の宅地）として約１１

ｈａ、水防拠点施設へ約０．３ｈａの土地利用転換が見込まれ、合計で約５６ｈ

ａ減少します。 

この結果、本町における農地は約７９５ｈａになります。 
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エ）水面・河川・水路 

水面・河川・水路については、河川から水防拠点施設への土地利用転換が約 

０．１ｈａ見込まれますが、その面積はわずかのため数値に計上されません。 

この結果、水面・河川・水路についての主な土地利用転換はありません。 

 

オ）道   路 

道路については、国道、県道の改良整備で約１２ｈａが農地からの土地利用転

換が見込まれ、合計で約１２ｈａ増加します。 

この結果、本町における道路は約２８７ｈａになります。 

 

カ）宅   地 

宅地については、市街地内及び既成宅地周辺部の農地が住宅地として約３３ｈ

ａ、その他の宅地（事務所・店舗等の宅地）として約１１ｈａ、それぞれ農地か

らの土地利用転換が見込まれ、合計で約４４ｈａ増加します。 

この結果、本町における宅地は約３６５ｈａになります。 

 

キ）そ の 他 

利用区分別地目のその他については、水防拠点施設として農地から約０．３ｈ

ａ、河川から約０．１ｈａの土地利用転換が見込まれ、約０．４ｈａ増加します。 

なお、西部地域における土地利用転換面積も含めると、合計で約２ｈａ増加し

ます。 

この結果、本町における利用区分別地目のその他は約１，２５３ｈａになりま

す。 

 

② 西部地域 

本地域は、出羽丘陵における農林業が中心の中山間地帯であり、森林や湖沼群等

豊かな自然環境と景観に恵まれ、県民の森、玉虫沼周辺を主体とする農村公園等は、

広く県民の憩いとレクリエーションの場として親しまれています。 

農地については、高冷地適合の花卉栽培や豊富な湧水を活かしたわさび栽培、そ

ば畑の団地化などにより営農が行われています。このような現状を考慮し、今後も

農業生産環境と農地の保全に努めます。 

森林については、レクリエーション、大気の浄化、水源涵養機能及び土砂災害防

止機能等の多様な公益性を有していることと、特用林産物の生産が行われているこ

となどを考慮し、自然の保全と林業施策において、バランスの取れた活用を図りま

す。 

なお、長期的展望に立ち、地域振興の観点から必要と認められる土地利用の転換
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にあたっては、農業生産環境の保全と農用地の高度利用、ならびに生活環境の安全

確保と生態系の保全に配慮しながら柔軟に対処していきます。 

 

西部地域における主な土地利用転換は、以下のようなものが見込まれます。 

なお、本地域において、ア）農地、エ）水面・河川・水路、オ）道路、カ）宅地

についての主な土地利用転換はありません。したがって、以下の項では省略します。 

 

イ）森   林 

森林については、原野等（原野・採草放牧地）から約１７ｈａ、利用区分別地

目のその他へ堆肥化処理施設として約２ｈａの土地利用転換が見込まれ、約１５

ｈａ増加します。 

この結果、本町における森林は約３，１７９ｈａになります。 

 

ウ）原野等（原野・採草放牧地） 

原野等については、森林へ約１７ｈａの土地利用転換が見込まれます。 

この結果、本町に原野等はありません。 

 

キ）そ の 他 

利用区分別地目のその他については、堆肥化処理施設として森林から約２ｈａ

の土地利用転換が見込まれ、約２ｈａ増加します。 

なお、東部地域における土地利用転換面積も含めると、合計で約２ｈａ増加し

ます。 

この結果、本町における利用区分別地目のその他は約１，２５３ｈａになりま

す。 
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５．４に掲げる事項を達成するために必要な措置の概要 

 

（１）土地利用に関する法律等の適切な運用 

国土利用計画法に基づき、農業振興地域の整備に関する法律、都市計画法、森林

法の適切な運用により、計画的な土地利用を図ります。 

なお、経済的社会的環境の変化に対応するため必要に応じて見直しを行い、合理

的な土地利用を図っていきます。 

 

（２）地域整備施策の推進 

本町は、県都山形市を中心とする広域的都市圏を構成する町として、東部及び西

部それぞれの地域特性を活かしながら、市街地基盤及び生活環境の維持・保全に努

め、活力ある町づくりを推進します。 

 

（３）土地利用に係る環境の保全及び安全の確保 

国土の保全、自然環境の保全、歴史的風土の保存及び文化財の保護を図るため、

関係法令による土地利用上の規制と調整をとりながら土地利用を図ります。 

宅地化にあたっては、河川の浸水想定区域や土砂災害警戒区域などについて十分

に配慮するとともに、良好な自然環境の保全と、快適な生活環境の保持、街並みや

里山の景観の保全に努めます。 

 

（４）土地利用の転換の適正化 

農用地の土地利用の転換については、良好な農業環境と生活環境の保全に留意し、

優良農地の保全に配慮します。 

森林については、レクリエーション、大気の浄化、水資源の涵養及び土砂災害防

止機能等の多面的機能を重視しながら、森林資源の育成と保全に努め、森林の持つ

機能が損なわれることのないよう十分配慮します。 

自然環境を大きく損なうおそれのある土地利用転換については、国土利用計画法

をはじめ、土地利用関係法の適切な運用を図り、町土及び環境の保全に努めます。 

 

（５）土地の有効利用の促進 

 

ア）農  地 

市街地内及び既成宅地周辺部における農地の宅地への転換などについては、農業

との調整を図りながら、必要に応じて適正な土地利用に努めていきます。 

また、農地の流動化による土地利用型農業の確立を図るとともに農家の経営感覚

を高め、産地間競争に耐えられる収益性の高い農業経営の確立をめざした土地利用
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を図ります。 

 

  イ）森   林 

森林については、林産物を生産する経済的機能のみならず、水資源の涵養や土砂

災害防止機能等の公益的機能を有することから、多目的な利用を図ります。 

 

ウ）水面・河川・水路 

水面については、農業用水のほか、住民生活にうるおいとやすらぎを提供する親

水空間等としての多面的活用を図ります。 

河川については、関係機関との連携を進め、水害防止のための河川改修の促進と、

水質保全に努めます。 

水路については、水質汚濁の防止及び維持・保全に努めていきます。 

 

  エ）道    路 

高速交通網の利便性を最大限に活用できるよう関係機関との連携を進め、幹線道

路となる国道や県道などの整備を図ります。 

 

  オ）宅    地 

住宅地については、新たな需要に対して市街地内の農地や低未利用地の有効活用

を促進し、既成宅地周辺部においては、必要に応じて適正な土地利用に努め、コン

パクトな市街地の形成と利便性が高い快適な居住空間の形成を図ります。 

工業用地や商業用地の需要に対しては、市街地内や隣接する周辺部において、農

業との調整を図りながら、環境への影響に十分配慮し、需要に応じた適正な土地利

用に努めます。 

 

（６）そ の 他 

町土の適切な利用を図るため、情報の収集、調査に努め、基礎的資料の整備を図

ります。 
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資 料 編 
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８－９ 工業用地面積と関係指標の推移と目標 ------------------ ３２ 

８－１０ その他の宅地（事務所・店舗等）面積の推移と目標 ---- ３２ 

８－１１ 利用区分別の「その他」の内訳 ---------------------- ３３ 

８－１２ 全域面積と関係指標の推移と目標 -------------------- ３４ 

（９）土地利用転換マトリックス ---------------------------------- ３４ 

 

 

  



 １８ 

（１）計画変更の経緯 

 

年 月 日 経   過   等 

平成２９年 

 

 

   

      ７月２１日（金） 

 

 

 第１回山辺町国土利用計画策定担当者合同会議  

 

 

   

      ８月 ８日（火）  第２回山辺町国土利用計画策定担当者合同会議  

    

      ８月２３日（水）  第３回山辺町国土利用計画策定担当者合同会議  

    

 ８月２９日（火）  第６回第５次山辺町総合計画策定調整委員会  

    

      ９月 ８日（金）  第７回第５次山辺町総合計画策定調整委員会  

    

      ９月１９日（火）  第４回山辺町振興審議会  

    

 ９月２６日（火）  県との事前協議  

    

     １０月 ２日（月）  第８回第５次山辺町総合計画策定調整委員会  

    

     １０月１６日（月）  第５回山辺町振興審議会  

    

     １０月１８日（水）    

   ～  パブリックコメントの実施  

     １０月３１日（火）    

    

 

 

 

 

 

 

     １１月 ６日（月）  第９回第５次山辺町総合計画策定調整委員会  

    

     １１月１４日（火） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第６回山辺町振興審議会  

 

 

 

 

平成３０年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

２月１５日（木） 

 

 山辺町議会全員協議会  

    

３月 ９日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山辺町議会第１回定例会 議決  

 

 

 

    

 

 

    

  

 

 

 



 １９ 

（２）計画における地域区分 

 

図 地域区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域区分 地      域 

 

 

東部地域 

大字山辺、大字三河尻、大字根際 

大字要害、大字大塚、大字大寺 

大字北垣、大字杉下、三河、元宮 

宮の前、向ケ丘、緑ケ丘、近江 

辻堂、清水、元木、上沢 

西部地域 
大字北作、大字畑谷、大字簗沢 

大字大蕨、大字北山 



 ２０ 

（３）町土の利用区分の定義 

 

利用区分 定  義 資  料 備  考 

１．農地 

 

 

農地法第２条第１項に

定める農地で、耕作の目的

に供される土地。（畦畔を

含む） 

「作物統計」 「 作 物 統 計 」 の

「田」及び「畑」の合

計。 

２．森林 国有林と民有林の合計。

ア．林野庁所管国有林 

森林法第２条第３項に

規定する国有林のうち、

林野庁が所管する森林。 

イ．官行造林地 

公有林野等官行造林法

に基づき国が造林した

分収林。 

ウ．その他省庁所管国有林 

森林法第２条第３項に

規定する国有林のうち、

林野庁所管以外の森林。 

「地域施業計画

森林調査簿」 

地域施業計画森林

調査簿にいう「林地」

及び「除地（うち、林

道及び貸地内の放牧

採 草 地 の 面 積 を 除

く。）」の合計。 

２）民有林 

森林法第２条第１項に

定める森林であって同

法同条第３項に定める

森林。 

「最上村山地域森

林計画書」 

地域森林計画対象

民有林及び同計画対

象外の民有林面積の

合計。 

 

 

  



 ２１ 

利用区分 定  義 資  料 備  考 

３．原野等 

（原野・採草放牧

地） 

「世界農林業センサス山形

県統計書（林業編）」の「森林以

外の草生地」から「採草放牧地」

又は国有林に係る部分を除い

た原野の面積、及び農地以外の

土地で、主として耕作又は養畜

のための採草又は家畜の放牧

の目的に供される採草放牧地

の合計。 

「世界農林業センサ

ス山形県統計書（林

業編）」 

「地域施業計画森林

調査簿」 

本町の場合、国

有 林 野 貸 地 の

み。 

４．水面・河川・

水路 

水面、河川及び水路の合計で

ある。 

１）水面 

湖沼（人造湖及び天然湖沼）

ならびにため池の満水時の

水面。 

「ため池台帳」  

２）河川 

河川法第４条に定める一級

河川、同法第５条に定める二

級河川及び同法第１００条

による準用河川の同第６条

に定める河川区域。 

  

３）水路 

農業用排水路。 

  

５．道路 一般道路、農道及び林道の合

計。車道部(車道、中央帯、路

肩)、歩道部、自転車道部及び

法面。 

１）一般道路 

道路法第２条第１項に定め

る道路。 

  

 

 

 

 



 ２２ 

利用区分 定  義 資  料 備  考 

 ２）農道 

農地面積に一定率を乗じた

圃場内農道及び「市町村農道

台帳」の農道延長に一定幅員

を乗じた圃場外農道。 

「市町村農道台

帳」 

 

３）林 道 

国有林林道及び民有林林道。 

「市町村林道台

帳」 

 

６．宅地 建物の敷地及び建物の維持

又は効用を果たすために必要

な土地。 

「固定資産の価格

等の概要調書」 

 

 

 （１）住宅地 「固定資産の価格等の概要

調書」の評価総地積の住宅用

地と非課税地積のうち、都道

府県営住宅用地、市町村営住

宅用地及び公務員住宅用地を

加えたもの。 

「固定資産の価格

等の概要調書」 

 

 

 （２）工業 

用地 

「工業統計表(用地・用水

編)」にいう「事業所敷地面

積」を従業員１０人以上の事

業所敷地面積に補正したも

の。 

「工業統計表」  

 （３）その他

の宅地 

（１）、（２）の区分のいず

れにも該当しない宅地。 

  

７．その他 町土面積から「農地」、「森

林」、「原野等」、「水面・河

川・水路」、「道路」及び「宅

地」の各面積を差し引いたも

の。 

  

８．市街地 国勢調査による「人口集中

地区」。 

  

 

  



 ２３ 

（４）計画における主要指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年
平成27年
（基準年）

14,369 人 15,016 15,357 15,512 15,415 15,139 14,369

2.34 人/ha 2.45 2.50 2.53 2.51 2.47 2.34

328 千万円 334 316 275 286 － 388

24,803 百万円 24,408 20,211 13,649 8,171 5,294 5,365

17,571 百万円 15,630 15,239 13,737 9,070 9,171 6,521

交

通
6,281 台 7,820 9,256 10,190 10,788 11,010 11,269

12.5 ha 12.5 12.5 12.5 13.5 13.5 13.9

8.7 ㎡/人 8.3 8.1 8.1 8.8 8.9 9.7

98.9 ％ 100.0 99.9 98.7 99.9 100.0 100.0

－ ％ － 25.3 72.2 88.3 93.5 94.6

2,898 百万円 4,085 5,695 5,337 5,366 5,297 7,808

2,840 百万円 3,971 5,557 5,027 5,122 4,880 7,522

資料： 国勢調査、農林水産省HP「市町村別農業産出額（推計）」、山形県社会的移動人口調査報告書、
        山形県統計年鑑、山辺町建設課調べ
（注） 平成27年の製造品出荷額等は平成26年の調査結果を記載した。

平成22年の商品販売額は平成19年の調査結果を、平成27年は平成26年の調査結果を記載した。

下 水 道 普 及 率

環
境
保
全

歳 入 額
そ
の
他

上 水 道 普 及 率

歳 出 額

１ 人 当 た り 公園 面 積

　　　　　　　年次

　指標項目
昭和60年

総 人 口

都 市 公 園 面 積

人 口 密 度

人
口

農 業 生 産 額

製 造 品 出 荷 額 等

商 品 販 売 額

産
業

自 動 車 保 有 台 数



 ２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆指標項目 人口  ◆指標項目 産業  

◆指標項目 交通  ◆指標項目 環境保全（公園） 

◆指標項目 環境保全（上下水道） ◆指標項目 その他（歳入歳出） 

14,369

15,016 

15,357 
15,512 

15,415 

15,139 

14,369 

2.34 2.45 2.50 2.53 2.51 2.47 2.34 

-5.00

-4.00

-3.00

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

総人口（左軸） 人口密度（右軸）

人 人/ｈａ

6,281

7,820 

9,256 
10,190 

10,788 11,010 11,269 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

自動車保有台数

台

12.5 12.5 12.5 12.5 

13.5 13.5 

13.9 

8.7
8.3 8.1 8.1 

8.8 8.9 

9.7 

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

10.0

10.5

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0

13.5

14.0

14.5

15.0

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

都市公園面積（左軸） １人当たり公園面積（右軸）

ｈａ ㎡/人

98.9 100.0 99.9 98.7 99.9 100.0 100.0 

25.3 

72.2 
88.3 93.5 94.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

上水道普及率 下水道普及率

％

2,898

4,085 

5,695 
5,337 5,366 5,297 

7,808 

2,840

3,971 

5,557 
5,027 5,122 4,880 

7,522 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

歳入額 歳出額

百万円

3,283 3,338 3,160 2,750 2,860 3,880

24,803 24,408 

20,211 

13,649 

8,171 

5,294 5,365 

17,571
15,630 15,239 

13,737 

9,070 9,171 6,521 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

昭和60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

農業生産額 製造品荷額等 商品販売額

百万円



 ２５ 

（５）人口等の推移と目標年次における想定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆人口・老齢化・世帯等の推移と想定値  

◆義務教育・高学歴化の推移と想定値  

14,369 14,200 13,800 

4,381 4,860 4,900 

7,462 7500 7360
6,882 7,320 7,370 

4,434 4,860 5,130 

-7,000

-5,000

-3,000

-1,000

1,000

3,000

5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

34年 39年

総人口 65歳以上人口 労働力人口

人口集中地区人口 一般世帯（右軸）

人

世帯

1,782 1,791 

1,624 

1,306 
1,201 1,147 1110 1050

178 182 207 189 
121 133 128 122

0

500

1,000

1,500

2,000

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

34年 39年

義務教育該当年齢人口 高等教育終了者

人

平成27～
39年増減

１．人　　口

総人口（人） 15,016 15,357 15,512 15,415 15,139 14,369 14,200 13,800 ▲ 569 

２．老齢化

65歳以上人口（人） 2,573 3,126 3,820 4,067 4,166 4,381 4,860 4,900 519

３．義務教育

該当年齢人口（人） 1,782 1,791 1,624 1,306 1,201 1,147 1,110 1,050 ▲ 97 

４．世　　帯

一般世帯（世帯） 3,663 3,866 4,091 4,293 4,412 4,434 4,860 5,130 696

５．都市化

人口集中地区人口（人） 5,304 6,111 7,063 7,122 6,933 6,882 7,320 7,370 488

６．高学歴化

高等教育終了者（人） 178 182 207 189 121 133 128 122 ▲ 11 

７．労働者供給

労働力人口（人） 8,204 8,376 8,171 8,212 7,842 7,462 7,500 7,360 ▲ 102 

資料： 国勢調査、山形県社会的移動人口調査報告書、学校基本調査
やまのべ人口ビジョン

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
平成27年
（基準年）

平成34年 平成39年



 ２６ 

（６）利用区分ごとの国土利用の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.2 15.3 15.5 15.6 17.0 20.4 

4.1 4.4 4.7 4.9 5.2
5.23.4 4.1 4.3 4.4 4.4
4.5

3.2 4.0 4.0 3.9 3.9 
4.3 

52.8 54.0 54.2 54.3 54.4 51.5 

20.5 17.6 16.8 16.2 14.5 13.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（基準年）

水面・河川・水路

道路

宅地

農地

森林

その他

%

（単位：ha、％）

面　　積 構成比
増減率

面　　積 構成比
増減率

（H7/H2）
面　　積 構成比

増減率

（H12/H7）

1,260 20.5 － 1,077 17.6 0.85 1,031 16.8 0.96

3,238 52.8 － 3,315 54.0 1.02 3,327 54.2 1.00

51 0.8 － 43 0.7 0.84 33 0.5 0.77

196 3.2 － 244 4.0 1.24 243 4.0 1.00

206 3.4 － 252 4.1 1.22 264 4.3 1.05

250 4.1 － 267 4.4 1.07 288 4.7 1.08

住 宅 地 189 3.1 － 192 3.1 1.02 201 3.3 1.05

工 業 用 地 15 0.2 － 14 0.2 0.93 11 0.2 0.79

そ の 他 の 宅 地 46 0.7 － 61 1.0 1.33 76 1.2 1.25

935 15.2 － 938 15.3 1.00 950 15.5 1.01

6,136 100.0 － 6,136 100.0 1.00 6,136 100.0 1.00

面　　積 構成比
増減率

（H17/H12）
面　　積 構成比

増減率

（H22/H17）
面　　積 構成比

増減率

（H27/H22）

996 16.2 0.97 892 14.5 0.90 851 13.8 0.95

3,332 54.3 1.00 3,335 54.4 1.00 3,164 51.5 0.95

33 0.5 1.00 33 0.5 1.00 17 0.3 0.52

242 3.9 1.00 241 3.9 1.00 266 4.3 1.10

271 4.4 1.03 271 4.4 1.00 275 4.5 1.01

303 4.9 1.05 319 5.2 1.05 321 5.2 1.01

住 宅 地 216 3.5 1.07 226 3.7 1.05 228 3.7 1.01

工 業 用 地 6 0.1 0.55 7 0.1 1.17 8 0.1 1.14

そ の 他 の 宅 地 81 1.3 1.07 86 1.4 1.06 85 1.4 0.99

959 15.6 1.01 1,045 17.0 1.09 1,251 20.4 1.20

6,136 100.0 1.00 6,136 100.0 1.00 6,145 100.0 1.00

（注）端数処理により地目別構成比の計と合計が一致しない場合がある。 資料：山形県統計年鑑、山形森林管理署

合 計

原 野 等

水 面 ・ 河 川 ・ 水 路

道 路

宅 地

そ の 他

森 林

利　用　区　分

農 地

森 林

原 野 等

そ の 他

合 計

水 面 ・ 河 川 ・ 水 路

道 路

宅 地

利　用　区　分

農 地

平成17年 平成22年 平成27年（基準年）

平成２年 平成７年 平成12年



 ２７ 

（７）利用区分ごとの国土利用の規模の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  20.4 20.4 20.4

5.2 5.6 5.9
4.5 4.6 4.7
4.3 4.3 4.3 

51.5 51.7 51.7

13.8 13.4 12.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成27年

（基準年）

34年 39年

水面・河川・水路

道路

宅地

農地

森林

その他

%

（単位：ha、％）

面　　積 構成比 面　　積 構成比
増減率

（H34/H27）
面　　積 構成比

増減率

（H39/H34）

851 13.8 823 13.4 0.97 795 12.9 0.97

3,164 51.5 3,179 51.7 1.00 3,179 51.7 1.00

17 0.3 0 0.0 - 0 0.0 -

266 4.3 266 4.3 1.00 266 4.3 1.00

275 4.5 281 4.6 1.02 287 4.7 1.02

321 5.2 343 5.6 1.07 365 5.9 1.06

住 宅 地 228 3.7 244 4.0 1.07 261 4.2 1.07

工 業 用 地 8 0.1 8 0.1 1.00 8 0.1 1.00

そ の 他 の 宅 地 85 1.4 91 1.5 1.07 96 1.6 1.05

1,251 20.4 1,253 20.4 1.00 1,253 20.4 1.00

6,145 100.0 6,145 100.0 1.00 6,145 100.0 1.00

170 2.8 187 3.0 1.10 189 3.1 1.01

（注）端数処理により地目の構成比計と合計が一致しない場合がある。 資料：国勢調査、山形県統計年鑑、山形森林管理署

平成34年 平成39年

市　街　地

利　用　区　分

農 地

森 林

原 野 等

そ の 他

合 計

水 面 ・ 河 川 ・ 水 路

道 路

宅 地

基準年（平成27年）



 ２８ 

（８）人口等を基礎とした用地原単位の推移 

 

８－１ 農地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－２ 森林面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ha 人 人 a/人 a/人

平成２年 1,260 15,016 1,147 8.4 109.9

平成７年 1,077 15,357 949 7.0 113.5

平成12年 1,031 15,512 774 6.6 133.2

平成17年 996 15,415 683 6.5 145.8

平成22年 892 15,139 562 5.9 158.7

基準年
平成27年

851 14,369 426 5.9 199.8

平成34年 823 14,200 331 5.8 248.6

平成39年 795 13,800 275 5.8 289.1

資料：国勢調査、農林業センサス、山形県統計年鑑、やまのべ人口ビジョン

人口１人当たり
農地面積

農業就業人口

１人当たり

農地面積
区　分 人　　　口 農業就業人口農地面積

区　分 森林面積 人　　口 町面積
人口１人当たり

森林面積

町面積に占める
森林面積の

割合

ha 人 ha ha/人 ％

平成２年 3,238 15,016 6,136 0.22 52.8 

平成７年 3,315 15,357 6,136 0.22 54.0 

平成12年 3,327 15,512 6,136 0.21 54.2 

平成17年 3,332 15,415 6,136 0.22 54.3 

平成22年 3,335 15,139 6,136 0.22 54.4 

基準年
平成27年

3,164 14,369 6,145 0.22 51.5 

平成34年 3,179 14,200 6,145 0.22 51.7 

平成39年 3,179 13,800 6,145 0.23 51.7 

資料：国勢調査、農林業センサス、山形県統計年鑑、やまのべ人口ビジョン



 ２９ 

 

 

８－３ 原野等の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－４ 水面・河川・水路面積の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原    　野 採草放牧地 合　　　計

ha ha ha 人 ha a/人 ％

平成２年 18 33 51 15,016 6,136 0.3 0.8

平成７年 10 33 43 15,357 6,136 0.3 0.7

平成12年 0 33 33 15,512 6,136 0.2 0.5

平成17年 0 33 33 15,415 6,136 0.2 0.5

平成22年 0 33 33 15,139 6,136 0.2 0.5

基準年
平成27年

0 17 17 14,369 6,145 0.1 0.3

平成34年 0 0 0 14,200 6,145 0.0 0.0

平成39年 0 0 0 13,800 6,145 0.0 0.0

資料：国勢調査、山形県統計年鑑、山形森林管理署、やまのべ人口ビジョン

町面積に占
める原野等
面積の割合

区　分
原野等

人　　　口 町面積
人口１人当
たり原野等

面積

区　分
水面・河川・
水路面積

人　　口 町面積
人口千人当たり
の水面・河川・

水路面積

町面積に占める
水面・河川・水
路面積の割合

ha 人 ha ha/千人 ％

平成２年 196 15,016 6,136 13.1 3.2 

平成７年 244 15,357 6,136 15.9 4.0 

平成12年 243 15,512 6,136 15.7 4.0 

平成17年 242 15,415 6,136 15.7 3.9 

平成22年 241 15,139 6,136 15.9 3.9 

基準年
平成27年

266 14,369 6,145 18.5 4.3 

平成34年 266 14,200 6,145 18.7 4.3 

平成39年 266 13,800 6,145 19.3 4.3 

資料：国勢調査、山形県統計年鑑、やまのべ人口ビジョン



 ３０ 

８－５ 水面・河川・水路面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－６ 道路面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 水　　面 河　　川 水　　路 合　　計
同左推移
（指数）

ha ha ha ha

平成２年 119 32 45 196 100.0 

平成７年 163 43 38 244 124.5 

平成12年 161 45 37 243 124.0 

平成17年 159 47 36 242 123.5 

平成22年 159 47 35 241 123.0 

基準年
平成27年

186 47 33 266 135.7 

平成34年 186 47 33 266 135.7 

平成39年 186 47 33 266 135.7 

資料：山形県統計年鑑

区　分 道路面積 人　　口 町面積
人口千人当たり

道路面積

町面積に占める
道路面積の

割合

ha 人 ha ha/千人 ％

平成２年 206 15,016 6,136 13.7 3.4 

平成７年 252 15,357 6,136 16.4 4.1 

平成12年 264 15,512 6,136 17.0 4.3 

平成17年 271 15,415 6,136 17.6 4.4 

平成22年 271 15,139 6,136 17.9 4.4 

基準年
平成27年

275 14,369 6,145 19.1 4.5 

平成34年 281 14,200 6,145 19.8 4.6 

平成39年 287 13,800 6,145 20.8 4.7 

資料：国勢調査、山形県統計年鑑、やまのべ人口ビジョン
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８－７ 道路面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－８ 住宅地面積の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

農　　道 林　　道

ha ha ha ha ha

平成２年 129 65 12 77 206 100.0

平成７年 182 59 11 70 252 122.3

平成12年 191 60 13 73 264 128.2

平成17年 200 58 13 71 271 131.6

平成22年 207 51 13 64 271 131.6

基準年
平成27年

213 49 13 62 275 133.5

平成34年 219 49 13 62 281 136.4

平成39年 225 49 13 62 287 139.3

資料：山形県統計年鑑

同左推移
（指数）

区　分 一般道路 農林道計 道路合計

ha 世帯 ㎡/世帯

平成２年 189 3,663 516

平成７年 192 3,866 497

平成12年 201 4,091 491

平成17年 216 4,293 503

平成22年 226 4,412 512

基準年
平成27年

228 4,434 514

平成34年 244 4,860 502

平成39年 261 5,130 509

資料：国勢調査、山形県統計年鑑

区　分 住宅地面積 一般世帯数
１世帯当たり
住宅地面積



 ３２ 

８－９ 工業用地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－１０ その他の宅地（事務所・店舗等）面積の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区　分 工業用地面積 従業者数
従業者１人当たり

工業用地面積

ha 人 ㎡/人

平成２年 15 2,107 71.2

平成７年 14 1,805 77.6

平成12年 11 1,251 87.9

平成17年 6 766 78.3

平成22年 7 616 113.6

基準年
平成27年

8 575 139.1

平成34年 8 512 156.3

平成39年 8 540 148.1

　（注）「平成27年の従業者数」は平成26年調査結果である。 資料：山形県統計年鑑

区　分 その他の宅地面積 人　　口
人口１人当たり

その他の宅地面積

ha 人 ㎡/人

平成２年 46 15,016 30.6

平成７年 61 15,357 39.7

平成12年 76 15,512 49.0

平成17年 81 15,415 52.5

平成22年 86 15,139 56.8

基準年
平成27年

85 14,369 59.2

平成34年 91 14,200 64.1

平成39年 96 13,800 69.6

資料：国勢調査、全国都道府県市区町村別面積調、山形県統計年鑑、
　　やまのべ人口ビジョン



 ３３ 

８－１１ 利用区分別の「その他」の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平  成 27　年
面　積　（ha）

備　　　　　　考

55.8

文 教 施 設 27.6

公 園 緑 地 22.6

環 境 衛 生 施 設 0.6

交 通 施 設 0.1

厚 生 福 祉 施 設 用 地 1.9

社 会 福 祉 施 設 用 地 0.7

流 通 施 設 用 地 0.0

官 公 署 用 地 2.3

防 衛 施 設 用 地 0.0

108.7

164.5

1,086.5

1,251.0

資料：財産台帳及び固定資産台帳

合　　　　　　計

区　　　　分

公共施設

ゴルフ場

その他

計



 ３４ 

８－１２ 全域面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）土地利用転換マトリックス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 全域面積 人　　　口 人口１人当たり町面積

ha 人 ha/人

平成２年 6,136 15,016 0.41 

平成７年 6,136 15,357 0.40 

平成12年 6,136 15,512 0.40 

平成17年 6,136 15,415 0.40 

平成22年 6,136 15,139 0.41 

基準年
平成27年

6,145 14,369 0.43 

平成34年 6,145 14,200 0.43 

平成39年 6,145 13,800 0.45 

資料：国勢調査、全国都道府県市区町村別面積調、やまのべ人口ビジョン

（単位：ｈａ）

0.0 △ 12.2 535 523

0.0 △ 43.4 316 272

16.8 16.8 14.4 3,164 3,179

0.0 △ 16.8 17 0

0.0 △ 0.1 266 266

10.1 1.4 0.3 11.8 11.8 275 287

2.1 30.9 33.0 32.7 228 261

0.0 0.0 8 8

10.8 10.8 10.8 85 96

0.3 2.4 0.1 2.8 2.8 1,251 1,253

12.2 43.4 2.4 16.8 0.1 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 6,145 6,145

（注）平成39年面積は、端数処理により生じた地目別面積の計と合計（Ｂ）の差を「その他」で調整した。

その他

合計（Ｂ）

増減
面積
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道　路
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路
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）
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3
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